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損保業界はまさに激動ともいえる状況です。東京海

上日動の広瀬伸一社長（当時）は、昨年 8 月 8 日、

社員に対する緊急メッセージでこう述べました。 

「いま当社はお客様や代理店さんをはじめとした広

く社会からの信頼を失いかねない 3 つの大きな事案

に直面しています。『保険料の事前調整』『ビッグモー

ターによる保険金不正請求』および『代理店手数料ポ

イント制度に関する公正取引委員会への申告』です」 
 

大手損保会社のカルテル 
第一は 500 社以上にも上るカルテルです。 

東京海上日動はこの原因について、「経営陣の責任

は大きい」と言っています。しかし、同社が再発防止

策として打ち出しているのは、社員一人ひとりに責め

を負わせようとするものばかりです。ましてや「他損

保社員と接触禁止」と言うに至っては、人権意識の欠

如と言わなければなりません。しかもこれは各社見事

に横並びです。「談合をやめるために談合する」笑い話

にもなりません。 
 

 
「他損保社員との接触禁止」を指示する 

東京海上日動のメッセージ画面 
 

ビッグモーター事件と「利益至上主義」 
二つめはビッグモーター事件です。そこには、ビッ

グモーターと損保各社との「利益至上主義」による癒

着があります。ビッグモーターの保険料獲得のために、

損保各社は「入庫誘導」を最重点課題としてすすめ、

提出される見積書の金額を協定金額とする「簡易調査」

を常態化させてきました。 

「簡易調査」について、例えば損保ジャパンは社内文

書で次のように説明しています（2013 年１月）。 

〈簡易調査とは〉 以下の工程を省略し、原則、

整備工場見積（修理費請求額）で協定する損害調

査方法を「簡易調査」といいます。 

・損傷診断・修理計画の打ち合わせ・自己見積の 

作成と提示・協定交渉・完了チェック 等  

要はノーチェックで支払う、ということです。保険

契約獲得のために損保各社は常軌を逸した行為を行

ってきたのです。 

いま、大きな問題となり広がりを見せている「契約

情報の漏洩（窃盗）」事件も利益至上主義がもたらした

ものです。 

 

損保代理店の公取への集団申告 
三つめは代理店の公正取引委員会への集団申告で

す。関西を中心に結成された「損害保険•代理店手数

料ポイント制を考える会」が、手数料ポイント制度は、

損保会社の代理店に対する「優越的地位の濫用」にあ

たるとして、昨年 7 月 21 日に公正取引委員会へ申告

を行いました。「申告人」は当初 264 人、現在 300

人近くになっています。これだけの規模の集団申告は、

公取曰く「過去に例がない」そうです。 
 

「利益至上主義」は損保事業を毀損する 
損害保険の本質的な役割の第一は「補償機能」にあ

ります。そしてもう一つの役割が「リスクマネジメン

ト」です。 

また、代理店は全国津々浦々にセーフティネットを

広げる重要な役割を担っています。 

それでは今回の 3 つの問題はこれらの社会的役割

に照らしてどうなのか。 

第一に、カルテルのように談合で保険料の調整を行

うことは、適正な保険料の算出を自ら放棄することに

なります。保険料ダンピングも同様です。カルテルや

ダンピングは、「リスクマネジメント」の役割を放棄す

るものです。 

第二に、ビッグモーター事件が浮き彫りにしたのは、

損害保険の本質的な役割である「補償機能」の劣化と、

その業務を担う「損害サービス」部門の軽視です。 

第三に、代理店手数料ポイント制度はセーフティネ

ットを破壊するということです。代理店は損害保険契

約募集の大半を担い、大災害では自らが被災しながら

も契約者の安否確認と保険金支払いの援助に全力を

あげているからです。 
 

国会と現場を結んで 
大阪損保革新懇は16年前に「代理店プロジェクト」

をスタートさせ代理店問題の解決を図ってきました。 

国会では、2017 年 3 月 22 日、日本共産党の大

門実紀史参議院議員によって、初めて代理店手数料ポ

イント問題が国会の場・財政金融委員会で議論されま

した。改善に向けた一歩が刻まれたのです。 

その後大門さんは代理店問題で実に11回の国会質

問を行っています。 

 
健全な損保産業を求める持続的な運動が、間違いな

く業界を変えるモメントになってきました。 

運動の教訓は、あきらめなければ、そして声を上げ

続ければ“山は動く”ということです。 

 

 

 

 

諸物価が高騰する中で、生活が厳しくなったという

声が広がっています。物価高騰の大きな原因はアベノ

ミクスの「異次元の金融緩和」にあります。「異次元の

金融緩和」が異常円安をもたらし、輸入に依存してい

る食料品、電気・ガス料金の高騰に直結しました。 

そして、実質賃金が減り続けている中で消費税増税

が追い打ちをかけ、消費は低迷しています。それらに

加えて社会保障の縮減も進められています。 

一方で、大企業の内部留保(資本金 10 億円以上)は 2012

年度 333・5 兆円だったものが、2023 年度には

539・3 兆円、金融業・保険業を除く全産業では 600

兆円を超えるまでにふくれあがっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

大幅賃上げを求め大きく声を上げていきましょう。 
 

財界・大企業と政府は、１日８時間労働など労働基

準法の最低限の規制も骨抜きにしようとしています。

ますます長時間労働が押し付けられます。 

 日本の経済力があれば、賃下げなしの時短が可能で

す。自由な時間をとりもどせば、仕事が人生の中心で

はなくなります。家族や社会活動に時間を使えます。

それは日本社会全体の発展につながります。 
 

「世界経済フォーラム」が毎年発表しているジェン

ダーギャップ指数」2023 年の数字で、日本は 146

か国中 125 位と過去最低を記録しました。足を引っ

張っているのは政治、そして経済の分野です。 

 

 

今、実現への新たな機運が高まっているのが「選択

的夫婦別姓制度」です。法律で夫婦同姓を義務づけて

いるのは世界でも日本だけで、国連からも見直すよう

勧告されています。 

これまでの裁判では違憲判決が司法の流れとなっ

ています。日本経団連も導入を政府に求める「提言」

を発表しました。日本でも働く女性の比率は着実に増

えてきました。その中で不都合や不利益が顕在化して

いるのです。 

制度導入に反対している自民党右派や統一協会は

「家族の絆や一体感が損なわれる」などと言っていま

す。諸外国の家族には一体感がないのでしょうか。 

夫婦同姓が義務化されたのは「家制度」を導入した

民法の成立（1898・明治 31年）からです。 

戦後「家制度」は廃止されたものの 1947 年の民

法改正でも同姓の制度は残りました。1996 年には法

務省の法制審議会が「選択制」導入を答申しましたが、

30 年近くたっても進展していません。一刻も早い実

現が求められます。 
 

 

来年 4 月 13 日から開催予定の大阪・関西万博には

問題が山積です。 

 第一に、カジノのための万博だということです。カ

ジノ事業者のために交通アクセスなどを先行建設す

るのが万博の目的です。ギャンブル依存症のビジネス

に、万博は全面的に利用されています。 

 第二に、会場が軟弱地盤のゴミ廃棄場の夢洲だとい

うことです。

地盤沈下や地

震での液状化

のリスクが大

きく、地中か

らはゴミ由来

のメタンガス

が現在も噴出

し続けてい

て、パビリオ

ン建設中に引

火した爆発事故まで起こっています。 

 第三に、財政問題です。当初見込額から建設費・運

営費が倍増し大赤字は必至です。国民の 75・6％が

「納得できない」（共同通信世論調査 2023.10.15）と言っ

ています。この声を無視して、この万博を強行するこ

とは許されません。 
 

 このカジノ（IR）と万博を推し進めているのが日本

維新の会なのです。 

 指数 順位  政 治 138 位 

2020 0.652 121  経 済 123 位 

2021 0.656 120  教 育  47 位 

2022 0.650 116  健 康  59 位 

2023 0.647 125  総 合 125 位 

しんぶん赤旗 2024.5.25 

自由な時間こそ最大の富

しんぶん赤旗日曜版 2024.9.15 

https://www.jcp.or.jp/akahata/aik24/2024-05-25/2024052501_01_0.html
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すすむ平和憲法の空洞化 
平和憲法を生かし・守ろうという、ねばり強い

国民の運動で、改憲勢力が国会で３分の２を占

める状況下でも、改憲発議を阻止してきました。 

しかし、その一方で、国民の反発を恐れた自公

政権は、「実質（解釈）改憲」という形で、平和

憲法の空洞化をおこなってきました。 
 

安倍政権下では安全保障関連法を成立させ、

「憲法上許されない『集団的自衛権』の行使」

（1985.9.政府答弁書）を容認。アメリカの戦

争に、日本の自衛隊の参戦を可能としました。 

2022 年 12 月、岸田政権は「安保三文書」

を国会に諮ることなく閣議のみで決定し、「専守

防衛」を放棄、敵基地攻撃能力の保有を宣言しま

した。さらに、財政的には 5 年間で 43 兆円、

GDP 比２％の大軍拡をうたい、アメリカの巡航

ミサイルトマホーク等の購入や、三菱重工、川崎

重工など日本の軍需産業の育成費用に充てると

しています。まさに「日本経済の軍事化」です。 
 

軍事防衛銘柄の防衛省への納入額ランキング 億円 

１位 三菱重工業 機械 16，803 

２位 川崎重工業 輸送用機器 3，886 

３位 NEC 電気機器 2，954 

４位 三菱電機 電気機器 2，685 

会社四季報オンライン 24.09.04 
 

そして今、沖縄本島、与那国島、宮古島、石垣

島、奄美群島では、急速な軍事基地化が進行して

います。沖縄だけではありません。全国の空港・

港湾の軍事拠点化・兵站基地化も進められてい

ます。近畿でも祝園（ほうその・京都府精華町）弾薬

庫の増設が進められています。日本の多くの場

所で軍事施設強化が陰に陽に進められているの

です。 
 

ガザ攻撃やウクライナ侵攻で明らかなように、

いったん、戦争が始まれば、軍事施設を中心に、

日本全土が攻撃対象となります。兵士だけでな

く、女性や子供・老人も戦争の犠牲になります。 
 

戦争の準備をすれば戦争の危険が増えます。

今、国民の安心・安全のために、求められている

のは平和憲法を生かした、平和外交です。 

戦争か平和か…日本の針路が強く問われてい

ます。  

 

戦争保険が必要な時代は繰り返さない 
かつて日本では、第二次大戦中「戦争保険」が

売られました。戦争によって被害を受けた建物等

の損害を国家補償で補填する火災保険で、事務は

損保会社が担いました。損害率は 6,265％と膨

大なもので、戦後の財政再建のため、契約の半分

は支払われませんでした。 

戦争に国民を総動員するために作られたのが

「戦争保険」です。戦争遂行の手段として、損害

保険が利用され、損保労働者や代理店が協力を求

められたのです。 
 

戦後、損保産業の再建に携わった人たちは、「損

保は平和産業！」を合言葉にしました。 

損害保険の科学性や合理性を無視して、国の政

策である戦争の流れに組み込まれた時、どれほど

悲惨な結果がもたらされるか、身に染みて感じた

からです。 

 

自民党裏金事件は「組織的犯罪行為」 
「しんぶん赤旗日曜版」のスクープをきっかけ

に、自民党の組織的な裏金づくりは政権を揺るが

す大問題となりました。 

今回の裏金事件は、自民党総ぐるみの組織的犯

罪行為です。リクルート事件など特定の政治家と

企業・業界の賄賂が問題となった過去の金権腐敗

事件と比べても、はるかに大規模で悪質です。こ

れまで明らかになっただけでも、政治資金収支報

告書への不記載・誤記載があったのは 85 人で、

総額は 5・8 億円に上ります。 
 

自民党議員裏金トップ５ NNN 調べ 2024 年 1 月 

１位 大野 泰正 安倍派 5154 万円 

2 位 池田 佳隆 安倍派 4826 万円 

3 位 谷川 弥一 安倍派 4355 万円 

4 位 二階 俊博 二階派 3526 万円 

5 位 荻生田光一 安倍派 2728 万円 
 

浮かび上がった疑惑 

① 派閥による犯罪行為の指導 

② 所得隠しの悪質な所得税法違反の可能性 

③ 裏金が選挙買収に使われた疑惑 

についてはいまだ明らかになっていません。 
 

企業献金は株主に対する背任 
企業献金は、「金で政策を買う」という「政党買

収」行為以外の何ものでもありません。大企業や

業界は選挙権は持ちませんが、個人の力を超える

巨大な財力を持っています。その力で政治を左右

することは国民の基本的人権である参政権を侵

害するものです。 

かつて、岡原昌男元最高裁長官は企業献金の問

題点を次のようにのべました。 

「本来営利団体である会社でございますから、

非取引行為、つまりもうけにならぬこと、これ

をやることは株主に対する背任になります。 

 

 

 

もし見返りを要求するような献金でございます

と涜職罪＊になるおそれがある、そういう性質を

持ったものでございます」＊涜職・とくしょく＝汚職 

（「衆院政治改革に関する調査特別委員会」93.11.12） 

 

損保業界の政治献金の問題点 
損保各社は、自民党への政治献金を取りまとめ

る一般財団法人「国民政治協会」へ過去 46 年間

で合計 57 億 5 千万円を寄付しています。 

 

公共性の高い損保業界の政治献金は、はたして

妥当なのでしょうか。 

① 裏金問題をあいまいにして恥じない自民党へ

の献金をこのまま続けてよいのか 

② カルテル、ビッグモーター、情報の詐取といっ

た不祥事をおこしている保険会社が多額の献

金を行うことは「国民の理解」を得られないの

ではないか 

③ 政治献金の原資は保険契約者の保険料。それ

を特定の政党に献金することが許されるのか 

④ 経営者が見返りを求めるなら「贈賄罪」、見返

りを求めないなら「株主への背任」に当たるの

ではないか 

これ以上金権腐敗政治に加担させない、「企業

の社会的責任」を果たさせる。そのために損保業

界の政治献金の廃止を求めます。 

――――――――――――――――――――― 
 

 

MS&AD ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 2,064,278 千円 

SOMPO ホールディングス 1,927,630 千円 

東京海上ホールディングス 1,764,910 千円 

合  計 5,756,818 千円 
 TANSA https://tansajp.org/investigativejournal/10820/ 24.07.03 
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